
 

平成 27年国勢調査（10月１日実施）の抽出

速報集計結果が，総務省統計局から平成 28 年

６月 29 日に公表されましたので，福岡市分の

概要を紹介します。 

 抽出速報集計結果は，平成27年国勢調査の全

国及び地方別結果の早期利用を図るため，一定

の方法により全世帯の約100分の１の世帯の調

査票を抽出し，基本的な事項について全数を推

計したものです。 

 したがって，数値は抽出による標本誤差を含

んでおり，後日公表される全世帯の調査票を基

にした集計による結果数値とは必ずしも一致

しません。 

 また，数値は10単位を四捨五入し，100単位

で表章されているため，総数と内訳を合計した

数値とは必ずしも一致しません。 

 今回の特集では，平成22年までの数値は確定

数値を，平成27年の数値は抽出速報集計結果の

数値を使用しています。 

１．年齢別人口 

 ６５歳以上人口が２０％を超す 

人口を年齢３区分別に見ると，15歳未満の

年少人口は190,400人（構成比12.4％），15

～64歳までの生産年齢人口は953,800人（同

62.0％），65歳以上の老年人口は315,600人

（同20.5％）となっています。構成比を前回

調査（平成22年）と比べると，年少人口は0.7

ポイントの減少，生産年齢人口は6.2ポイン

トの減少，老年人口は3.1ポイントの増加と 

 

なっており，年少人口や生産年齢人口は減少

傾向にあるものの，老年人口は増加の一途を

辿っており，福岡市でも少子高齢化が進んで

いることがわかります。 

しかし，全国や福岡県全体と比べると，年

少人口や生産年齢人口の構成比は，同程度か

やや上回っているのに対し，老年人口の構成

比は下回っていることから，高齢化の進み具

合は比較的鈍いといえます。（表１，図１） 

ふくおかの統計 平成28年7月号 特集 

国,県よりも低い高齢化率 
～ 平成27年国勢調査結果（その２） 抽出速報集計結果 ～ 

 うち

 75歳以上

 うち

 75歳以上

昭和50年 1 002 201  236 195  704 356  60 472  18 894 23.6 70.3 6.0 1.9
55年 1 088 588  253 071  758 413  74 785  25 052 23.2 69.7 6.9 2.3
60年 1 160 440  252 373  816 422  90 726  34 016 21.7 70.4 7.8 2.9

平成２年 1 237 062  231 390  885 821  112 654  44 684 18.7 71.6 9.1 3.6
７年 1 284 795  205 266  933 196  141 943  54 386 16.0 72.6 11.0 4.2
12年 1 341 470  191 092  967 799  177 771  71 257 14.2 72.1 13.3 5.3
17年 1 401 279  187 960  983 585  213 380  93 453 13.4 70.2 15.2 6.7
22年 1 463 743  191 824  997 884  254 085  118 304 13.1 68.2 17.4 8.1
27年 1 538 500  190 400  953 800  315 600  147 600 12.4 62.0 20.5 9.6

(参考)全　国 127 110 000 15 864 400 75 918 200 33 421 500 16 166 100 12.5 59.7 26.3 12.7
　　　 福岡県 5 102 900  656 800 2 998 000 1 300 200  632 800 12.9 58.8 25.5 12.4

注)人口の総数には年齢不詳を含む。構成比は総数に対する各年齢区分の割合。

表１　年齢３区分別人口の推移
構 成 比（％）
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人　　口　（人）
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（老年人口）
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図１ 年齢３区分別人口割合の推移
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２．一般世帯の状況 

 高齢者がいる世帯が３.０ポイント上昇 

一般世帯（寮・寄宿舎，病院などの施設等

の世帯を除いた世帯）の総数は 739,800世帯

で，前回より 33,372 世帯の増加（対前回増

加率 4.7％）となり，一般世帯人員の総数は

1,496,400 人で，前回から 61,818 人の増加

（同 4.3％）となり，一世帯当たり人員は

2.02 人となりました。一世帯当たり人員は

全国や福岡県全体に比べ少なく，少人数世帯

の割合が高いことがわかります。 

世帯人員別の一般世帯数を見ると，単身世

帯が 347,600世帯と最も多く，総数の 47.0％

を占めています。全国や福岡県全体と比べる

と，単身世帯の割合が高いことがわかります。 

65 歳以上の世帯員がいる一般世帯数は，

平成７年には 100,710 世帯でしたが，平成

27 年には 204,400 世帯に増加し，そのうち

の約３分の１（67,800 世帯）が単独世帯と

なっています。総数に占める割合も平成７年

の 18.7％から，平成 27年には総数の４分の

１を超え 27.6％に増加していますが，全国

（41.5％）や福岡県（38.7％）と比べると低

い割合といえます。（表２，表３） 

３．住居の状況 

 借家に住む世帯は約６割， 

居住期間５年未満の人は約３割 

一般世帯の住居の状況を見ると，民営の借

家が最も多く 361,100世帯（構成比 49.6％）

となっています。次いで持ち家の世帯が

278,100 世帯（同 38.2％），公営の借家が

33,100世帯（同 4.5％）と続いています。借

家全体では 443,800 世帯で構成比は 60.9％

と全国（35.4％）や福岡県（44.1％）と比べ

て借家の割合が高いことがわかります。 

また，居住期間（現在の場所に住んでいる

期間）について見ると，居住期間が１年以上

５年未満の人が 324,500人で最も多く，総数

の 21.1％を占めています。一方，居住期間

が 20年以上の人の割合は 19.0％と前回より

0.5ポイント増加したものの，全国（29.3％）

世帯 人 人/世帯

平成７年  539 488 1 257 097 2.33
12年  594 861 1 312 749 2.21
17年  632 653 1 357 904 2.15
22年  706 428 1 434 582 2.03
27年  739 800 1 496 400 2.02

(参考)全　国 51 877 000 124 105 200 2.39
　　　福岡県 2 140 500 4 939 600 2.31

　表２　一般世帯世帯人員及び
　　　　一世帯当たり人員の推移

一般世帯数
一般世帯
人　　員

一世帯当た
り人員

図２　住宅の所有の関係別一般世帯
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構成比
（％）

構成比
（％）

平成７年  539 488  218 732 40.5  109 896  83 709  127 151  100 710 18.7  25 357
12年  594 861  256 207 43.1  128 718  91 385  118 551  124 897 21.0  36 695
17年  632 653  277 548 43.9  143 554  97 768  113 783  146 734 23.2  45 461
22年  706 428  337 103 47.7  157 960  103 004  108 361  173 640 24.6  59 995
27年  739 800  347 600 47.0  175 700  105 800  110 600  204 400 27.6  67 800

(参考)全  国 51 877 000 16 845 000 32.5 14 521 300 9 476 800 11 033 900 21 520 500 41.5 5 626 400
　　　福岡県 2 140 500  762 700 35.6  586 100  372 200  419 500  827 800 38.7  244 500

注)平成17年以前の「65歳以上の世帯員がいる一般世帯数」は「65歳以上親族のいる一般世帯数」。

表３　世帯人員別一般世帯数の推移
一　　　般　　　世　　　帯　　　数

(再掲)
65歳以上世帯

員がいる
総　数

世帯人員
が１人

２人 ３人 ４人以上  うち
 単独世帯



や福岡県（27.2％）と比べると低い割合とな

っています。また「出生時から」の人を除く

居住期間５年未満の人の割合は総数の

28.6％と居住期間の短い人の割合が高くな

っています。 

なお，居住期間は従来，西暦の末尾が０の

「大規模調査」の年に調査していましたが，

東日本大震災の影響を把握するため，今回の

「簡易調査」の年でも調査しました。 

（図２，表４，表５） 

 

４．労働力の状況 

 労働力率が男女ともに減少 

労働力人口は 680,500人で，前回より 36,207

人の減少となりました。労働力率（労働力人口

÷労働力状態「不詳」を除く 15 歳以上人口）

は 60.8％と前回より 3.2 ポイント減少しまし

た。 

男女別に見ると，男性の労働力人口は

363,400人で，労働力率は約 71.2％と前回より

4.6 ポイント低下し，女性の労働力人口は

317,100人で，労働力率は約 52.1％と前回より

1.8ポイント減少し，男女ともに労働力率が減

少しました。 

完全失業者は 37,900人で，前回より 14,981

人減少し，完全失業率（完全失業者÷労働力人

口）は 5.6％と前回より 1.8ポイント減少しま

した。 

男女別に見ると，男性の完全失業者は

23,100 人で，完全失業率は 6.4％と前回より

1.8 ポイント減少し，女性の完全失業者は

14,800 人で，完全失業率は 4.7％と前回より

1.7 ポイント減少しましたが，完全失業率は，

男女とも全国より高い率となっています。 

（図３・４，表６） 

※ 労働力人口 … 15歳以上の人について調査週

間（平成 27年９月 24日から 30日まで）中に

収入を伴う仕事を少しでもした人，休んでいて

も賃金や給料をもらうことになっている人等

と完全失業者を合わせた人をいいます。 

公営の
借　家

都市再生機構
・公社の借家

民営の
借　家

給与住宅

実　　　　　　　　　　　　　数
平成17年  620 466  238 417  375 578  34 593  32 889  281 283  26 813  6 471

22年  697 101  261 833  428 838  33 856  32 123  337 710  25 149  6 430
27年  728 500  278 100  443 800  33 100  28 300  361 100  21 300  6 700

(参考) 全　国 50 992 000 32 455 100 18 063 600 1 896 000  782 200 14 326 200 1 059 200  473 400
　　　 福岡県 2 107 500 1 158 600  928 900  117 400  46 100  721 000  44 400  20 100

構　　　　　　成　　　　　　比　　　（％）
平成17年 100.0 38.4 60.5 5.6 5.3 45.3 4.3 1.0

22年 100.0 37.6 61.5 4.9 4.6 48.4 3.6 0.9
27年 100.0 38.2 60.9 4.5 3.9 49.6 2.9 0.9

(参考) 全　国 100.0 63.6 35.4 3.7 1.5 28.1 2.1 0.9
　　　 福岡県 100.0 55.0 44.1 5.6 2.2 34.2 2.1 1.0

実　　　　　　　　　　　　　数
平成12年 1 336 662  104 649  163 570  375 435  205 801  228 136  216 860

22年 1 463 743  92 816  130 923  332 519  216 643  232 552  271 462
27年 1 538 500  98 300  115 000  324 500  212 800  243 300  292 800

(参考) 全　国 127 110 000 16 802 800 7 076 500 19 491 300 15 413 900 21 525 100 37 213 000
　　　 福岡県 5 102 900  536 200  340 800  930 300  660 700  848 900 1 389 300

構　　　　　　成　　　　　　比　　　（％）
平成12年 100.0 7.8 12.2 28.1 15.4 17.1 16.2

22年 100.0 6.3 8.9 22.7 14.8 15.9 18.5
27年 100.0 6.4 7.5 21.1 13.8 15.8 19.0

(参考) 全　国 100.0 13.2 5.6 15.3 12.1 16.9 29.3
　　　 福岡県 100.0 10.5 6.7 18.2 12.9 16.6 27.2

注)人口総数には居住期間「不詳」を含む。また，平成12年の人口総数には年齢不詳を含まない。

20年以上人口総数 出生時から １年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

表４　住宅の種類及び所有の関係別一般世帯数

住宅に住む
一般世帯数

持ち家 借家 間借り

表５　居住期間別人口



※ 完全失業者 … 調査週間中に仕事に就くこと

が可能であり，かつ積極的に仕事を探していた

人をいいます。 

５．昼間人口，夜間人口 

 昼夜間人口比率は１１０．３ 

「昼間人口」とは，「夜間人口（調査時に調

査地域に常住している人口）」から市外へ通

勤・通学する「流出人口」を差し引き，市内へ

通勤・通学する「流入人口」を加えたものです。 

昼間人口は1,696,700人とこれまでで最も多

い数値となり，対前回増加率は3.6％となりま

した。 

また，昼夜間人口比率（昼間人口÷夜間人口

×100）は110.3で，これは福岡県全体（100.0）

と比べると高い比率ですが，昭和60年以降の昼

夜間人口比率の推移を見ると，平成７年の

115.5をピークに低下傾向にあります。 

（表７） 
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図４ 完全失業率の推移

全国

福岡市

福岡県

夜間人口 昼間人口
昼夜間

人口比率
昭和60年 1 159 521 1 311 195 113.1
平成２年 1 229 865 1 409 342 114.6

７年 1 280 405 1 479 086 115.5
12年 1 336 662 1 531 174 114.6
17年 1 384 925 1 571 184 113.4
22年 1 463 743 1 637 813 111.9
27年 1 538 500 1 696 700 110.3

(参考)福岡県 5 102 900 5 103 300 100.0

　表７　昼夜間人口及び昼夜間
　　　　人口比率の推移

就業者 完全失業者

総　　　　　　　　数
平成17年 1 196 965  696 976  648 832  48 144  410 930 62.9 6.9

22年 1 251 969  716 707  663 826  52 881  402 411 64.0 7.4
27年 1 269 400  680 500  642 600  37 900  438 900 60.8 5.6

(参考) 全　国 109 339 700 60 752 700 58 140 600 2 612 100 40 844 000 59.8 4.3
　　　 福岡県 4 298 200 2 360 200 2 227 400  132 800 1 690 800 58.3 5.6

男
平成17年  566 649  389 831  361 482  28 349  122 874 76.0 7.3

22年  583 363  392 363  360 260  32 103  125 462 75.8 8.2
27年  587 800  363 400  340 300  23 100  146 900 71.2 6.4

(参考) 全　国 52 636 300 34 321 100 32 610 000 1 711 000 14 186 300 70.8 5.0
　　　 福岡県 1 994 500 1 283 800 1 199 000  84 800  582 000 68.8 6.6

女
平成17年  630 316  307 145  287 350  19 795  288 056 51.6 6.4

22年  668 606  324 344  303 566  20 778  276 949 53.9 6.4
27年  681 600  317 100  302 300  14 800  292 000 52.1 4.7

(参考) 全　国 56 703 400 26 431 700 25 530 600  901 100 26 657 700 49.8 3.4
　　　 福岡県 2 303 700 1 076 300 1 028 300  48 000 1 108 800 49.3 4.5

注)15歳以上人口総数には労働力状態「不詳」を含む。

表６　15歳以上人口及び男女別労働力状態
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６．産業 

 卸売業・小売業が多い 

福岡市に常住している15歳以上の就業者を

産業（大分類）別に見ると，最も多いのは卸売

業，小売業で133,200人（構成比20.7％）とな

っており，次いで医療，福祉の75,700人（同

11.8％）となっています。 

全国や福岡県の構成比と比べると，卸売業，

小売業や情報通信業などの就業者の割合が高

いことがわかり，製造業などについては割合が

低いことがわかります。（表８） 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

平成27年国勢調査結果の，総務省による今後

の公表予定は次のとおりです。（年・月は公表

予定時期） 

● 基本集計 

＊人口等基本集計結果（人口，世帯，住居に関する

結果及び外国人，高齢者世帯等に関する結果）･･･平

成28年10月 

＊就業状態等基本集計結果（人口の労働力状態，

就業者の産業（大分類）・職業（大分類）別構成に関す

る結果）･･･平成29年4月 

＊世帯構造等基本集計結果（母子世帯・父子世帯

及び親子の同居等の世帯の状況に関する結果）･･･平

成29年９月 

● 抽出詳細集計 

＊抽出詳細集計結果（就業者の産業（小分類），職

業（小分類）別構成等に関する詳細な結果）･･･平成

29年12月 

● 従業地・通学地集計 

＊従業地・通学地による人口・就業状態等集

計結果（従業地・通学地による人口の構成，常住地

の市区町村と従業地・通学地の市区町村との関係等に

関する結果）･･･平成29年６月 

＊従業地・通学地による抽出詳細集計結果

（従業地による就業者の産業（中分類）・職業（中分類）

別構成に関する結果）･･･平成29年12月 

● 移動人口集計 

＊移動人口の男女・年齢等集計結果（人口の転

出入状況に関する結果）･･･平成29年1月 

＊移動人口の就業状態等集計結果（移動人口の

労働力状態，産業（大分類）・職業（大分類）別構成に

関する結果）･･･平成29年7月 

● 小地域集計 

＊小地域集計結果（町丁・字等別に基本的な事項の

結果）･･･各基本集計等の公表後に集計し，

地理データ等を活用して，秘匿処理を施し

た上で，速やかに公表 

福岡市 福岡県 全国 福岡市 福岡県 全国

 642 600 2 227 400 58 140 600 100.0 100.0 100.0
A 農業，林業  5 200  57 800 2 146 900 0.8 2.6 3.7
　　うち農業  5 000  56 700 2 083 100 0.8 2.5 3.6
B 漁業   400  2 800  154 300 0.1 0.1 0.3
C 鉱業，採石業，砂利採取業   200   800  27 400 0.0 0.0 0.0
D 建設業  47 300  188 700 4 421 900 7.4 8.5 7.6
E 製造業  37 300  253 200 9 145 900 5.8 11.4 15.7
F 電気・ガス・熱供給・水道業  5 800  14 500  296 400 0.9 0.7 0.5
G 情報通信業  29 900  49 200 1 688 600 4.7 2.2 2.9
H 運輸業，郵便業  37 200  131 400 3 029 100 5.8 5.9 5.2
I 卸売業，小売業  133 200  402 000 9 590 700 20.7 18.0 16.5
J 金融業，保険業  21 800  53 400 1 442 900 3.4 2.4 2.5
K 不動産業，物品賃貸業  24 000  51 600 1 239 800 3.7 2.3 2.1
L 学術研究，専門・技術サービス業  29 000  68 000 1 946 500 4.5 3.1 3.3
M 宿泊業，飲食サービス業  43 900  128 800 3 318 000 6.8 5.8 5.7
N 生活関連サービス業，娯楽業  27 000  84 700 2 137 400 4.2 3.8 3.7
O 教育，学習支援業  33 000  105 500 2 656 000 5.1 4.7 4.6
P 医療，福祉  75 700  327 700 7 111 900 11.8 14.7 12.2
Q 複合サービス事業  3 800  15 700  494 200 0.6 0.7 0.9
R サービス業（他に分類されないもの）  53 300  158 600 3 682 900 8.3 7.1 6.3
S 公務（他に分類されるものを除く）  16 700  73 300 1 997 400 2.6 3.3 3.4
T 分類不能の産業  18 000  59 500 1 612 300 2.8 2.7 2.8

注)総数には労働力状態「不詳」を含む

15歳以上の就業者 構成比（％）

総 数

表８　産業（大分類）別15歳以上の就業者（常住地による人口）



 

うち75歳以上
うち
75歳以上

(参考)全国 127 110 000 15 864 400 75 918 200 33 421 500 16 166 100 18 479 100 12.5 59.7 26.3 12.7 14.5
札幌市 1 953 800  213 500 1 219 000  493 500  235 400  295 900 10.9 62.4 25.3 12.0 15.1
仙台市 1 082 200  130 700  673 300  230 500  109 800  182 100 12.1 62.2 21.3 10.1 16.8
さいたま市 1 264 300  162 100  791 300  281 400  125 200  198 300 12.8 62.6 22.3 9.9 15.7
千葉市  972 600  121 500  588 000  255 100  113 700  138 700 12.5 60.5 26.2 11.7 14.3
東京都特別区 9 272 600  981 600 6 065 800 2 038 600  981 500 1 411 800 10.6 65.4 22.0 10.6 15.2
横浜市 3 726 200  467 300 2 331 000  877 900  416 700  563 600 12.5 62.6 23.6 11.2 15.1
川崎市 1 475 300  186 300  953 300  278 100  129 800  236 900 12.6 64.6 18.9 8.8 16.1
相模原市  720 900  88 800  449 500  167 700  71 900  116 700 12.3 62.4 23.3 10.0 16.2
新潟市  810 500  98 200  487 500  217 700  108 500  119 600 12.1 60.1 26.9 13.4 14.8
静岡市  705 200  86 200  414 800  199 000  96 600  96 900 12.2 58.8 28.2 13.7 13.7
浜松市  798 300  107 600  471 900  209 800  103 800  110 700 13.5 59.1 26.3 13.0 13.9
名古屋市 2 296 000  281 300 1 396 100  551 400  266 300  347 200 12.3 60.8 24.0 11.6 15.1
京都市 1 474 600  161 300  871 600  391 400  190 200  243 100 10.9 59.1 26.5 12.9 16.5
大阪市 2 691 700  298 600 1 642 100  689 300  333 600  396 700 11.1 61.0 25.6 12.4 14.7
堺市  839 900  114 100  497 100  221 400  98 200  121 500 13.6 59.2 26.4 11.7 14.5
神戸市 1 537 900  183 800  900 700  411 400  199 400  222 700 12.0 58.6 26.8 13.0 14.5
岡山市  719 600  98 200  435 200  175 600  84 000  115 900 13.6 60.5 24.4 11.7 16.1
広島市 1 194 500  165 500  726 100  289 500  132 700  179 500 13.9 60.8 24.2 11.1 15.0
北九州市  961 800  117 600  539 400  276 300  137 900  133 200 12.2 56.1 28.7 14.3 13.8
福岡市 1 538 500  190 400  953 800  315 600  147 600  251 900 12.4 62.0 20.5 9.6 16.4
熊本市  741 100  103 400  450 900  177 800  89 600  118 800 14.0 60.8 24.0 12.1 16.0

注)人口総数には年齢「不詳」を含む。

15～64歳 65歳以上
（再掲）
15～29歳

構成比（％）

15歳
未満

15～
64歳

65歳
以上

（再掲）
15～29歳

〈資料〉　年齢３区分別人口の大都市比較
人　　口　（人）

総数 15歳未満

構成比
（％）

構成比
（％）

(参考) 全国 51 877 000 16 845 000 32.5 14 521 300 9 476 800 11 033 900 21 520 500 41.5 5 626 400 2.39
札幌市  913 000  366 200 40.1  277 100  150 300  119 500  314 000 34.4  100 500 2.07
仙台市  480 000  195 000 40.6  120 300  83 500  81 200  147 600 30.8  35 600 2.19
さいたま市  514 900  157 100 30.5  136 100  109 200  112 500  179 500 34.9  44 700 2.42
千葉市  413 700  139 500 33.7  115 500  80 100  78 500  165 400 40.0  51 500 2.30
東京都特別区 4 695 200 2 263 300 48.2 1 149 800  695 800  586 300 1 419 200 30.2  517 500 1.95
横浜市 1 625 500  574 300 35.3  451 500  298 800  301 000  571 700 35.2  169 000 2.25
川崎市  676 200  274 700 40.6  169 700  117 800  113 900  184 200 27.2  54 700 2.15
相模原市  311 800  113 300 36.3  82 900  55 000  60 600  110 000 35.3  29 800 2.27
新潟市  318 900  103 300 32.4  81 200  59 000  75 300  138 900 43.6  29 300 2.48
静岡市  274 800  77 800 28.3  77 900  55 200  63 700  128 600 46.8  30 300 2.50
浜松市  297 000  77 700 26.2  81 500  58 900  78 900  131 700 44.3  25 000 2.63
名古屋市 1 052 700  443 100 42.1  265 200  168 000  176 200  367 300 34.9  120 400 2.14
京都市  667 000  275 200 41.3  167 900  107 500  116 400  261 200 39.2  84 700 2.17
大阪市 1 317 100  599 400 45.5  347 000  187 300  183 400  487 900 37.0  192 800 2.02
堺市  340 400  100 100 29.4  101 400  65 400  73 600  145 300 42.7  45 200 2.41
神戸市  692 800  265 200 38.3  196 100  117 900  113 400  272 000 39.3  94 700 2.17
岡山市  294 800  100 000 33.9  77 200  54 800  62 700  112 100 38.0  28 700 2.38
広島市  518 200  187 200 36.1  145 000  87 500  98 400  185 900 35.9  57 600 2.25
北九州市  414 000  146 300 35.3  124 400  72 700  70 600  176 400 42.6  59 500 2.24
福岡市  739 800  347 600 47.0  175 700  105 800  110 600  204 400 27.6  67 800 2.02
熊本市  303 000  99 500 32.8  83 700  55 100  64 700  114 600 37.8  32 100 2.38

(再掲)
65歳以上

世帯員がいる
うち単独世帯

　　　　　世帯の類型別一般世帯数の大都市比較
一 般 世 帯 数

一世帯当
たり人員総数

世帯人員
が１人

２人 ３人 ４人以上

職業（大分類）

産業（大分類）

総　　　　　数  772 700  22 200  132 700  201 600  135 200  96 300  12 900  5 100  45 900  21 700  32 800  47 300  18 900

A 農業，林業  5 000   200 -   200   100 - -  4 400 - - -   100 -

B 漁業   400 - - - - - -   400 - - - - -

C 鉱業，採石業，砂利採取業   300 - -   200 - - - - -   100 - - -

D 建設業  59 400  3 400  4 600  10 500  6 000 - -   200  4 500   400  29 200   600 -

E 製造業  38 900  1 700  2 000  9 400  6 000 - - -  16 700   200   400  2 600 -

F 電気・ガス・熱供給・水道業  7 300 -  1 400  3 900   500 - - -   100   800   500 - -

G 情報通信業  38 900   700  22 300  10 000  4 300   100 - -   900   100   300   100   100

H 運輸業，郵便業  43 100  1 600   600  13 800   200   200   100 -   200  16 100   100  10 100   100

I 卸売業，小売業  160 200  4 700  5 700  38 000  87 700   600   300 -  11 700   600   800  9 600   500

J 金融業，保険業  29 200   400   500  20 400  7 900 - - - - - - -   100

K 不動産業，物品賃貸業  30 300  2 800   900  7 800  9 000  6 900 -   100   700   500   300  1 200   100

L 学術研究，専門・技術サービス業  36 000  1 600  17 200  9 600  2 900   300 - -  3 400   100   600   200 -

M 宿泊業，飲食サービス業  53 200   800   500  2 500  2 300  44 200 - -   200   300 -  2 300   100

N 生活関連サービス業，娯楽業  31 800   400  1 900  4 400  3 500  18 800   100 -   600   100 -  1 900   100

O 教育，学習支援業  38 000   700  24 700  10 000   100  1 500   100   100   400   100 -   400 -

P 医療，福祉  84 300  1 300  45 200  14 200   100  20 800   200 -   500   500   100  1 200   100

Q 複合サービス事業  4 500   300 -  2 000   500 - - - - - -  1 700 -

R サービス業(他に分類されないもの)  69 500  1 500  2 900  28 000  3 600  2 900  6 800 -  5 900  1 900   500  15 200   200

S 公務（他に分類されるものを除く）  21 400   100  2 100  13 900 - -  5 300 - - - - - -

T 分類不能の産業  21 000 -   200  2 600   300 - - -   100 -   100   200  17 400

注) 従業地「不詳」で，当地に常住している者を含む。
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